
厚労省との懇談概要

2025 ・ 5 ・ 2 介護･福祉部事務局

□ 日時・会場

・ 日 時： 2025年 4月 28日（月） 11:00～ 12:00
・ 会 場： 参議院議員会館 B102

□ 出席者

［全日本民医連（介護･福祉部関係）］

平田部長、門脇理事、石田、猪瀬、長嶋各部員

（オンライン参加） 小牟田理事、川添部員、鈴木委員（介護職委員会）

岸本事務局長、林 事務局／栗原、若林

［厚生労働省］

（要請項目ごとの対応者）

１ 老健局認知症施策・地域介護推進課基準 1係 松井 翔

老健局認知症施策・地域介護推進課基準 1係 髙野 享佑

２ 老健局老人保健課主査 柴橋 瑛里佳

老健局老人保健課企画法令係 鶴巻 明梨

３ 老健局認知症施策・地域介護推進課人材研修係 首藤 俊彰

老健局認知症施策・地域介護推進課人材研修係 藤井 風花

４ 老健局老人保健課主査 柴橋 瑛里佳

老健局老人保健課企画法令係 鶴巻 明梨

５ 老健局老人保健課課長補佐 堀 亮介

老健局老人保健課主査 柴橋 瑛里佳

老健局老人保健課企画法令係 鶴巻 明梨

６ 老健局介護保険計画課 企画法令係 古賀 和輝

老健局認知症施策・地域介護推進課人材研修係 首藤 俊彰

老健局認知症施策・地域介護推進課人材研修係 藤井 風花

老健局認知症施策・地域介護推進課主査 安松 泰佑

老健局認知症施策・地域介護推進課生活支援サービス係 竹田 晴樹

７ 老健局介護保険計画課 企画法令係 古賀 和輝

□ 要請内容

「訪問介護の基本報酬引き下げ撤回、処遇改善、介護報酬引き上げ等を求める要請書」

※ 別紙参照



 内閣総理大臣 石破 茂 殿   

 厚生労働大臣 福岡資麿 殿 

 

 訪問介護の基本報酬引き下げ撤回、処遇改善、介護報酬引き上げ 

等を求める要請書 

                                        2025 年 4 月 28 日 

                     全日本民主医療機関連合会会長 増田 剛 

 

 貴職の日頃のご奮闘に敬意を表します。 

 2024 年の老人福祉・介護事業所の年間倒産件数は 172 件、休廃業・解散件数は 612 件といずれも

過去最多となりました。このうち訪問介護事業所はそれぞれ 47.1％（81 件）、67.5％（448 件）を占めて

おり、昨年の基本報酬の引き下げが事業継続の困難さを加速させていることは明らかです。訪問介護

は在宅生活を支える「基本中の基本」のサービスであり、その継続の困難はまさに「介護崩壊のはじま

り」です。政府が推進している地域包括ケアの方針にも反するものと考えます。 

 2023 年の介護従事者数は介護保険開始後初めて前年比で減少しました。賃金格差を背景に介護

分野から他産業への流出が進んでいることも指摘されています。ヘルパーの有効求人倍率は 14 倍を

超えて高止まりのままとなっており、受験資格要件の見直し以来、受験者数・合格者数がともに大きく

減少しているケアマネジャーの不足も深刻化さの度合いを増しています。 

 他方、賃金構造基本統計調査によれば、2024 年の介護職員と全産業平均との給与差は月額 8.3
万円となり、前年 6.9万円から大幅に差が拡大しています。介護給付費分科会の調査で昨年 9月時点

の給与が前年比 1.4 万円増加したことが報告されてはいますが、他産業の賃上げにまったく追いつい

ていません。また、ケアマネジャーは一貫して処遇改善策の対象から除外されたままとなっています。 
 全体として倒産件数・休廃業数が増加しているのは、介護報酬が依然として低く据え置かれている

ためです。昨年度の改定は辛うじてプラス改定となり、処遇改善分を除いた 0.61％分が事業所の収益

増にあたるとされましたが、2～3％で推移している物価上昇分をカバーするものではなく、事業所はい

っそうの苦境に立たされています。経営難と人手不足により、新たな介護需要に応えられない事態が

生じており、年間10万人前後で推移している「介護離職」をさらに増加させることになりかねません。企

業・経済活動を支える上でも、介護事業の基盤強化は不可欠の課題となっています。 

 介護保険施行 25 年が経過しましたが、これまで数次にわたり、利用者負担の引き上げなどの見直

しが行われてきました。本年 8 月からは一部施設で多床室の室料徴収が新たに実施されます。さらに

次期改正に向けて、利用料 2 割負担の対象拡大、ケアマネジメントの有料化などの見直しの審議が開

始されますが、いずれも利用者・家族に新たな利用困難を強いる内容です。 

 高齢化に伴い、今後介護需要は確実に増大していきます。介護が必要になったとき必要なサービ

スが保障されるよう介護保険を改善し、同時に高齢者の介護保険料を支払い可能な水準に抑えてい

くためには、介護保険財政における国庫負担の割合を段階的に引き上げていくことが不可欠です。介

護保険財政の見直しは、「制度の持続可能性」を確保していく上で避けて通られない課題となってい

ます。 

 以下、要請します。 

 

                  記 

 

１ 訪問介護基本報酬の引き下げを撤回し、昨年 4 月以降の減額分の補填を行うこと 



 

２ 介護職員の給与を全額公費により全産業平均水準まで早急に引き上げること 

 

３ ケアマネジャーの処遇改善のために実効性のある施策を講じること 

 

４ 介護報酬の期中改定を実施し、物価の上昇等に見合った基本報酬の底上げをはかること 

 

５ 本年 8 月から予定されている「療養型」「その他型」老健施設、「Ⅱ型」介護医療院の多床室で  

の室料徴収を中止すること 

 

６ 次期改正に向けて、「利用料 2 割負担の対象拡大」、「ケアマネジメントの有料化」、「要介護１、 

２の生活援助サービス等の総合事業への移行」など、新たな給付削減・負担増をもたらす検討を 

行わないこと 

 

７ 介護保険財政を見直し、国庫負担の割合を引き上げること 

 

                                                                       以  上 



資料編

左より、医療･介護･福祉の会･小島代表理事、宮本議員、全労連･秋山副議長、畦元政務官、全日本民医連･林事務局次長、
中央社保協･林事務局長、介護をよくする市民の会･澤部さん、リモート参加で21老福連・井上事務局長
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■ 訪問介護
■ 通所･短期入所
■ 有料老人ホーム
■ その他

老人福祉・介護事業の倒産件数推移
（再掲：主要サービス事業内訳）

老人福祉・介護事業の倒産と休廃業･解散の合計 年次推移
（主要サービス事業内訳）

倒産件数、休廃業・解散件数（２０１３年・１５年～２０２４年）

※東京商工リサーチ調査

※東京商工リサーチ調査

訪問介護

（47.1％）

（67.5％）



Ｙ－ＨＡＹＡＳＨＩ ＠ 全日本民医連

改定率 ＋１.５９％

介護職員 全産業平均

全産業平均よりも､月額８.３万円低い給与
（２０２４年度）

（賃金構造基本統計調査）

３０.３万円

３８.６万円

全国消費者物価指数の推移

２０２３年１２月２０日
財務・厚労大臣折衝で合意

厚労省「２０２４年度＋２.５％

（７５００円相当）、２０２５年度
＋２.０％（６０００円相当）の
ベースアップを見込む」と説明

「ヒト桁ちがう！」

不十分な引き上げ幅にとどまる

（世論と運動でプラス改定を実現させたが･･････）

２０２４年度介護報酬改定について
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訪問介護の基本報酬引き下げ

★ ３６.７％が赤字

★２０２２年度
＝４２．８％が赤字

（有効回答：１９０１事業所）

● 事業規模の違い

■ 訪問介護は４割が赤字
－福祉医療機構調査

■ 訪問介護の報酬は上がっていない
（介護保険施行２０００年がピーク）

対象事業所数 ３１０５
有効回答 １３１１
回答率 ４２.２% ★ 高齢者住宅に併設され、住宅内だけ訪問する

タイプの事業所が収差率を引き上げている

● 地域性の違い（都市部・地方）

● 事業形態の違い（「併設型」「地域型」

（改定年度） 2000 2003 2006 2009 2012 2015 2018 2021 2024
2024

／2000
３０分以上１時間未満 402 402 402 402 402 388 394 396 387 -3.7%
１時間以上 584 584 584 584 584 564 575 579 567 -2.9%

厚労省「令和５年度介護事業経営実態調査」
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ヘルパーの有効求人倍率－１４倍超
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入学定員数（人） 入学者数（人） 定員充足率（％）

定員割れ続く介護福祉士養成校
※ 養成施設数 2022年：314施設 ⇒ 2024年：279施設

※ 日本介護福祉士養成協会調べ
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2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
※厚労省「介護サービス施設・事業所調査」

２１５.４万人（２０２２年度）

→ ２１２.６万人（２０２３年度）
［▲２.８万人］

介護従事者数が前年比はじめて減少 ケアマネジャー試験の受験者・合格者数激減

第３回ケアマネジメントに係る諸課題に関する検討会（２０２４・６・２４）資料

定員充足率

58.8％

外国人留学生
3,054名
（46.7％）

3.29 

4.95 

7.04 

9.30 

11.33 

13.10 

15.03 14.92 14.76 15.53 
14.14 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
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第２５４回介護給付費分科会（２０２５年３月２４日）資料

注）賞与込み給与は、調査年の６月分として支払われた給与に調査年の前年の１月から12月分の賞与の1/12を加えて算出した額。

賃金構造基本統計調査による介護職員の賃金の推移

Ｙ－ＨＡＹＡＳＨＩ ＠ 全日本民医連
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改定率 内訳等

2003年 ▲2.3％

2006年 ▲2.4％ 施設等の食費・居住費の自己負担化分（05年10月～）をふくむ

2009年 ＋3.0％

2012年 ＋1.2％ 処遇改善補助金（報酬2.0％相当）を組み入れ、実質▲0.8％

※2014年 ＋0.63％ 消費税への対応－区分支給限度額の引き上げなど

2015年 ▲2.27％ 基本報酬で▲4.48％（全サービスで引き下げ）

※2017年 ＋1.14％ 処遇改善（1万円相当）

2018年 ＋0.54％ 通所介護等で▲0.5％の適正化

※2019年 ＋2.13％ 処遇改善（1.67％）、消費税対応（0.39％）、補足給付（0.06％）

2021年 ＋0.70％ うち＋0.05％はコロナ対策（～2021年9月）。第8期通算＋0.67％

※ 2022年 ＋1.13％ 処遇改善（9,000円相当）

2024年 ＋1.59％ うち処遇改善＋0.98％、その他（基本報酬分など）0.61％

介護報酬改定の経過

※ 期中（臨時）改定

Ｙ－ＨＡＹＡＳＨＩ ＠ 全日本民医連
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見直し案の審議再び（２０２５年）

ケアマネジメント（ケアプラン）の有料化

利用料２割負担の対象者の拡大 要介護１、２の生活援助サービス等を地域支援事業に移行

© 全日本民医連介護チラシ
© 全日本民医連介護チラシ

★「総合事業」にポイント切り替え
･･･「給付」から「事業」へ

＜要介護１、２＞
・ まずは、生活援助サービスから
・ 次は、訪問介護と通所介護（財務省）

★入り口でシャットアウト
（「ケアプラン難民」続出）

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

給付

「給付」

「事業」

【現在】 【将来像？】

生活援助
福祉用具
住宅改修

↓
（償還払い）

↓
保険外

※財務省資料等より
林作成

↓
［将来は･･･］

原則８割給付
（利用料２割）

★

★ 総合事業（訪問介護・通所介護）

「１９０万円」
以上？

★「原則２割負担」（財務省）

“能力に応じた負担”？

■ 「第１０期計画期間の開始（２０２７年４月）までの間に結論を出す」
⇒ ２０２６年度通常国会に「改正」法案提出

⇒ ２０２５年審議再スタート･･･１２月までに審議会とりまとめ

Ｙ－ＨＡＹＡＳＨＩ ＠ 全日本民医連

大臣折衝事項（２０２３年１２月２０日）
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【１】 国庫負担割合の引き上げは不可欠

● このままでは、財政破綻は避けられない ＜介護給付費の増大⇒ 保険料高騰 ⇒ 支払い困難（年金の目減り・
生活困難）⇒ 保険料の引き上げ困難＞･･･残るのは徹底的なサービスの削減＝「制度残って介護なし」

● ❶高齢化の進展に伴う介護需要の拡大への対応、❷制度改善・介護報酬引き上げによるサービスの充実、
❸払える水準の介護保険料設定－のためには、国庫負担割合の大幅な引き上げ（高齢者保険料割合の圧
縮）が不可欠

制度改革－２つの焦点

【２】 処遇改善 ＝利用料に連動する介護報酬ではなく、全額公費（国）負担で

都道府県
負担金

市町村負担金

（調整交付金）

国庫負担分
（計２５％）

公費保険料

（制度開始時は１７％）

第２号保険料

５％

２０％

１２.５％

１２.５％

２３％

２７％ ●自民党
＝国費１０％引き上げを主張（２０１２年）

● 公明党
＝公費割合を５割から６割へ

（２０１０年 参院選重点政策）

Ｙ－ＨＡＹＡＳＨＩ ＠ 全日本民医連

介護請願署名２０２４＝私たちの基本要求

１ 社会保障費を大幅に増やし、必要なときに必要な介護が保障されるよう、介護保
険制度の抜本的な見直しを行うこと。介護保険財政に対する国庫負担の割合を
大幅に引き上げること･･･【制度改善】

２ 訪問介護の基本報酬引き下げを撤回し、介護報酬全体の大幅な底上げを図る再
改定を至急行うこと。その際はサービスの利用に支障が生じないよう、利用料負
担の軽減などの対策を講じること･･･【介護報酬】

３ 利用料２割負担の対象者の拡大、ケアプランの有料化、要介護１、２の保険給付
はずし（総合事業への移行）など、介護保険の利用に重大な困難をもたらす新た
な制度見直しを検討しないこと･･･【改悪阻止】

４ 全額国庫負担により、すべての介護従事者の給与を全産業平均まで早急に引き
上げること。介護従事者を大幅に増やし、一人夜勤の解消、人員配置基準の引き
上げを行うこと･･･【処遇改善】

介護保険制度の改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名

ー介護する人、受ける人がともに大切にされる介護保険制度へー


